
〇

〇対馬市公式ＳＮＳ（対馬市公式facebook、対馬市公式LINE）の開設

令和２年度 ［ 総 務 部］ 組織目標

全体 1
個別 01-01

課　名 総 務 課

総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 つながりづくり

最優先課題 人と人とのつながりを守る

ホームページのリニューアル及びＳＮＳ開設による情報発信の強化

内 容

　対馬市公式ホームページのリニューアルにおいて、見やすさ、検索しや
すさなど、閲覧者が利用しやすいデザインとページの構成に重点を置き、
本市の情報がしっかりと伝わるホームページを開設します。
　また、公式ＳＮＳを活用した情報発信体制の確立及びホームページと連
動した活用など、本市の情報発信を強化します。

指 標
（数値目標）

対馬市公式ホームページのリニューアル

項 目

11月 12月 １月 ２月 ３月10月

達 成 時 期 令和３年３月

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

対馬市公式ホームペー
ジのリニューアル

ＳＮＳの開設

公募型プロポーザル準備・実施 契約・構築作業（３月試験運用）

開設・運用、ホームページとの連動調整協議検討



１．自主防災活動を支えるネットワークの構築

２．防災関係の各種計画・例規等の整備

３．「空家等対策計画」の策定・周知

１．自主防災活動を支えるネットワークの構築

２．防災関係の各種計画・例規等の整備

３．「空家等対策計画」の周知

令和２年度 ［ 総 務 部］ 組織目標

全体 2
個別 01-02

課　名
総 務 課

地 域 安 全 防 災 室

総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 ふるさとづくり

最優先課題 安全安心のインフラ整備

安全安心のまちづくりの推進

内 容

　洪水、豪雨、高潮、地震等の災害に対して、地域住民の自助･共助によ
る取り組みを促進するとともに、防災･災害対策に取り組む組織的な体制
を整備することにより、安全安心のまちづくりを進めます。

指 標
（数値目標）

　地区単位での自主防災活動に取り組む環境づくりのため、市内の自主
防災組織関係者や防災士資格保持者など、地域防災の中核を担う人材の
ネットワークを構築します。

　ハザードマップの作成やその他の関係規程・マニュアル等を順次見直
し、地域防災計画の改正につなげます。

「空家等対策計画」を対馬市空家等対策協議会に諮り、策定・周知し、
空き家問題の解決や有効利用に取り組みます。

項 目

11月 12月 １月 ２月 ３月10月

達 成 時 期 令和３年３月

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

自主防災活動を支える
ネットワークの構築

防災関係の各種計画・
例規等の整備

「空家等対策計画」の
策定・周知

ハザードマップの作成 防災計画の改正

計画策定 周 知



令和２年度 ［ 総 務 部］ 組織目標

課　名 財 政 課

総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 対象外

最優先課題 対象外

項 目 健全な財政運営の執行と財政状況のわかりやすい公表

内 容

・市の財政状況や予算・決算などについて、広報・ホームページにわかり
　やすい形で掲載し、市の財政状況に関する市民の理解を深められるよう
　に努めます。

・将来にわたって健全な財政運営を確保するため、第４次対馬市中期財政
　計画（計画期間Ｒ３～Ｒ７）を策定し公表します。

指 標
（数値目標）

公表項目 ホームページ 広報
令和２年度当初予算概要 ○ ○
令和元年度下半期及び令和２年度上半期
予算の執行状況

○ ○

令和元年度健全化判断比率、資金不足比
率及び財務諸表

○ －

令和元年度財務書類（財務４表） ○ －

令和元年度決算 ○ ○

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月

健全な財政運営の執行

ホームページ及び広報
による財政状況の公表

○

第４次対馬市中期財政計画 ○ －

達 成 時 期 令和３年３月

○

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

○ ○

○

第４次対馬市中期財政
計画策定及び公表

○

全体 3
個別 01-03

わかりやすい予算概要
版の作成及び配布

○

統一的基準による財務
書類作成

１月 ２月 ３月

随 時 実 施

計画策定



・当初発注予定工事公表分（６４件）の入札実施目標
・第１四半期 ２５件 ・第２四半期 ３１件
・第３四半期 ７件 ・第４四半期 １件

令和２年度 ［ 総 務 部］ 組織目標

全体 4
個別 01-04

課　名 財 政 課

総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 対象外

最優先課題 対象外

入札・契約の適正化

内 容

常に入札契約制度の検証を行い、公正性の確保・客観性・透明性の向上
に努めます。また、現下の経済情勢を考慮し、国・県の動向と歩調を合わ
せ、適正な落札率となるよう運用を図ります。
また、現在の入札参加資格者申請について検証を行い必要に応じ、改め

るよう努めます。
さらに、業者の格付けについても検証し、必要に応じて改めるよう努め

ます。

指 標
（数値目標）

・最低制限基礎価格の乗率を建設工事については９０％、コンサル業務、
　役務については７５％とすることを継続し適正な落札率となるよう運用
　を図ります。
・現在の入札参加資格者申請について、検証を行い、必要に応じて改めま
　す。
　また、業者の格付けについても検証し、必要に応じて改めます。

・平成２７年度より入札時に提出を義務づけた工事費内訳書について、引
　き続き制度の周知徹底に努めます。

項 目

11月 12月 １月 ２月 ３月10月

達 成 時 期 令和３年３月

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

入札・契約制度の
検証

入札参加資格者申請の
検証

業者の格付けの検証


